
SOC2/SOC2+保証報告書サービス
アウトソーシング業務のリスク管理

アウトソーシング事業者の顧客である企業や公共機関は、コアビジネスをアウトソーシングした場合、アウトソーシング事業者にお
いて、適切にセキュリティ対策やプライバシー保護対策を講じているかが、重大な関心事となっています。
そのニーズに応える、System and Organization Controls（SOC）2報告書の需要が近年大幅に増加しています。



SOC2報告書とは
SOC2報告書とは、米国公認会計士協会（AICPA）の定めたTrustサービス規準にしたがって、アウトソーシング事業者が記述
した「セキュリティ」、「プライバシーの保護」等の内部統制に対して、監査法人が内部統制の評価手続きを実施した結果とその
意見を表明した報告書です。
Trustサービス規準は、5つの対象範囲に分かれています。必須とされるのは、「セキュリティ」のみで、その他の対象範囲は、アウ
トソーシング事業者の判断で必要に応じて追加可能です。

SOC2+報告書とは
アウトソーシング事業者によっては、Trustサービス規準だけでは、顧客のニーズを十分に満たせない可能性があります。
AICPAでは、SOC2報告書の範囲拡張を認めています。デロイト トーマツ グループでは、追加基準を含めたSOC2報告書を
SOC2+報告書と位置付けています。例えば以下のような追加基準が考えられます。

アウトソーシング事業で使用している機器、ソフトウェア、情報は、未承認のアクセス、利用又
は変更から保護されている

セキュリティ
(必須)

アウトソーシング事業で使用している機器、ソフトウェア、情報は、合意したとおりに操作
できかつ利用できる（例えば、契約が24時間365日であれば、そのとおりに利用可能）可用性

アウトソーシング事業において機密と指定された情報は合意したとおり保護される （例
えば、指定された方式で暗号化されている）機密保持

アウトソーシング事業者が保有する個人情報は、「プライバシーに関する規準」に定められた基
準を充足して、収集、利用、保持、開示及び廃棄されるプライバシー

Trustサービス規準

アウトソーシング事業が提供する業務処理、システム処理は、処理権限が適時に付
与され、完全、正確、適時に実施される

処理のインテ
グリティ

SOC2+

FISC安全対策基準

特定個人情報ガイドライン

政府セキュリティ統一基準

PCI DSS

SOC2 TSC
（オリジナル SOC2）

ISO27001

一般事業会社

金融機関
クレジットカード関連会社

政府・公共機関

CSA
(Cloud Security Alliance)



SOC2+報告書のメリット
SOC2+報告書の導入は、アウトソーシング事業者とその顧客に以下のメリットがあります。

サービス概要

SOC2+報告書は、様々な利用者の要望と内部統制に応えることができます。トーマツでは、デロイトのグローバル
ネットワークのナレッジを活用し、貴社のニーズに合わせた支援サービスを提供します。

例えば、以下のステップで効率的に導入を行うことが可能です。

アウトソーシング事業者の
メリット

顧客のメリット 顧客はアウトソーシング事業が考慮すべき法令や規制が遵守されていることを
確認できます。

顧客のレビューや質問に対応するために費やす時間やリソースを削減できます。
また、セキュリティ、プライバシー保護にかかる効果的な内部統制が整備され、
運用されていることについて、顧客以外の利害関係者にも報告することができ
るようになります。さらにその他の規制や業界固有の枠組みで扱われている多く
の詳細な要求事項についてもSOC2+報告書に織り込むことで、各社個別の要
求に対応する必要がなくなります。

 顧客の要望に対して
優先順位をつけた上
で対応すべき基準の
集約、内部統制記述
書のアップデートの支
援及び内部統制の
ギャップ評価を行います。

Step 3
SOC2+ レディネス
サービス *1

 セキュリティのみを対象
とした内部統制を評
価し、SOC2報告書を
発行します。

 併せて貴社にて顧客
のニーズ（TSC対象範
囲の拡大やその他の
追加基準など）の要
望を調査いただきます。

Step 2
SOC2報告書発行

 様々な基準をマッピン
グして統合した形式で
内部統制の保証報告
書を発行します。

Step 4
SOC2+報告書発行

Step 1
SOC2 レディネス
サービス *1

 顧客が最も要望する
対象範囲であるTrust
サービス基準のセキュリ
ティのみを対象とし、
報告書発行に向けた
内部統制記述書の
準備、内部統制の
ギャップ評価を行います。

*1 準備（レディネス）サービスは、アドバイザリー（助言）業務となり、実施した内容について結果・結論を提供せず、保証を与えるものではありません。

グローバルナレッジおよび
豊富な実績と知見

保証業務専門チームに
よるサービス提供

デロイトでは、SOC2保証報告書サービスをグローバルで展開しており、本サービス
は、グローバルナレッジを利用して提供されます。他国の各種の基準、規制と米
国公認会計士協会が公表している「Trust Services Criteria」とのマッピングリス
トを提供することが可能です。

トーマツでは、SOC2保証報告書サービスに特化したチームを設置しています。 チー
ムメンバーは、保証報告書サービスに長年従事した経験を有するIT内部統制の
専門家から構成されています。

トーマツの強み



トーマツが監査を行っているクライアントにつきましては、独立性の観点から提供できないサービスがございます。
詳細は担当者へお問合せください。

有限責任監査法人トーマツ
リスクアドバイザリー事業本部アシュアランス
〒100-1005東京都千代田区丸の内三丁目2番3号丸の内二重橋ビルディング
Tel 03-6213-1112
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